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1.はじめに 
 1992年のバブル崩壊後国内市場の拡大は望めず、日本
の多くの企業は成長を求めてグローバルへの事業拡大を
一段と加速した。地理的拡大による事業拡大を進めて成
功している業界として建設機械工業界がある。そこで、
建設機械工業界について分析を行ったうえで、建設機械
工業界のトップ企業に焦点をあて、競争戦略と個別戦略
からなる経営戦略の浸透と実効化などについて実証的に
分析して、事業環境の逆境を克服して成長を成し遂げた
要因について明らかにする。 
2. 建設機械工業界の構造変化 
2.1 国内市場の構造変化  
９０年代序盤までの国内の建設機械工業界は、民間投
資や公共事業などの需要が多くあり、主に国内向けに建
設機械を販売してきた。しかし、バブル崩壊後数年間は
国内景気の衰退とともに建設業界の需要は低迷し、建設
機械もそれに連動する形で国内の需要は減少した。また、
国内の製品市場の特徴として油圧ショベルやミニショベ
ルといった、各種アタッチメントを取り付けることで多
様な用途で使うことが出来る汎用的な建設機械が好まれ
るようになった。これは、不況により無駄をなくすため
用途が限られた建設機械よりも様々な場面で使うことが
出来る汎用性の高い建設機械が建設業者に好まれたため
である。 
 00年代の特徴として、新興国の台頭による企業の積
極的な海外展開とリースの増加がある。00年代に入り建
設機械工業界各社は新興国に企業の新たな市場の拡大を
求めた。そのため、各企業は、それらの国々に地理的拡
大を行うことで、売り上げの拡大を図った。そして、多
くの企業が売上構成比において国内と海外の売上構成比
において逆転現象が起こり、売り上げは国外中心になり、
それに伴い国外で培った技術やノウハウを国内市場にも
還元していくようになった。 
さらに、景気の低迷による工事の減少で建設機械の所
有する建設業の企業が減り、リースやレンタルなど建設
機械の保有によるリスクを外部に移し、保有によるリス
クを回避する企業が増えていったこともこの時代の特徴
である。 
これらのことから、国内の建設機械工業界は一時の停
滞から脱し、大きく売上を伸ばすことに成功した。 
2.2海外市場の成長 
90年代初頭までは、国内のメーカーは日本国内や欧米
などの先進国中心の市場を中心として発展していった。 
当時、先進国では稼働している最中に壊れない品質や
日々強化されていく環境対策のための排ガス規制に対応
するための性能が高い建設機械が求められた。メーカー
は、それに対応するために切磋琢磨しながら一日でも早
くその規制に対応する建設機械を販売できるよう競争を
繰り返していた。 
しかし、先進国の需要が大幅に減り新興国の需要が大
幅に増加した結果、建設機械の需要全体に占める先進国
の需要の割合は大幅に低くなった。 
近年では新興国、特に中国の台頭により世界の建設機
械工業界の市場は、先進国中心の市場から、中国などの
今まで需要が低かった地域を含めた全世界規模の市場に
市場構造が変化した。このことは、過去の販売方法やニ
ーズの考え方が通用しないことを意味している。新興国
市場では、少しでも安く長く使い続けようと、鉱山など
の劣悪な厳しい環境で長時間の連続稼働が求められるよ
うになっている。つまり、低いライフサイクルコストの
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製品を特に新興国では求められる傾向が強くなった。そ
れゆえ、建設機械メーカーは、よりライフサイクルコス
トに着目した製品を提供するようになった。 
現在では、地理的拡大に対応するために、地域ごとの
文化や慣習に合わせた経営が必要になったといえる。ま
たそれと同時に、変化の激しい市場となったことから部
品の供給メーカーなどアライアンスを結んだメーカーや
顧客を含めたすべてのステークホルダーを繋げて需要や
市場環境の変化に素早く対応するマクロレベルでの管理
を両立させる必要が出てきたことが、現在の建設機械工
業界全体に求められていることであるといえる。 
3.事業拡大による成長戦略 
3事業拡大の３つの方向 
企業の事業拡大には主に、「製品市場の拡大」、 
「地理的拡大」、「垂直統合」の３つの方向と結びついて
いると考えることが出来る。 
 市場を拡大する理由は、企業により様々だが、多くは
今確保できる以上の新たな利益を得るために拡大を行う。
また、製品市場の拡大は地理的拡大を生む。なぜなら、
製品市場が拡大に伴い、販売や生産を行う地域なども拡
大するからである。地理的拡大を行うということは、運
搬などで多くの課題が発生する。そのときに、外部の企
業や組織からこれらを購入や委託をすると交渉が発生す
る。これにより、コーディネーション問題が発生するこ
とで、企業はその分損失を被ることがある。それゆえ、
垂直統合を行うことにより企業は内部で業務を完結させ、
問題を解決するという方法を選ぶことがある。 
また、垂直統合は川上統合と川下統合に分けることが
出来る。どちらも付加価値が高い部分を自社で行うとい
う統合の形であり、自社の利益の上昇を考えるにあたり
重要な要因となる。 
建設機械工業界の場合、垂直統合に当たるのは、川上
統合が研究開発、商品企画や部品の生産、川下統合が販
売、レンタル・リース事業、アフターサポートなどのサ
ービスである。すべての工程を統合するということは、
他社との間に発生するコーディネーション問題や部品な
どにおける中間費用に関わる部分を最小限にすることが
できるので生産のコントロールがしやすい。また、範囲
の経済などのシナジー効果により生産性を高めることが
出来る。それゆえ、垂直統合をどの部分で行うのが自社
にとって最も有用なのかを判断することが結果として、
他の２つの事業拡大の方向性の成否を決定づけることと
なるといえる。 
建設機械工業会における例として、パワーショベル
がある。コマツや日立建機などはパワーショベルの出
荷の量的割合が高い。それゆえ、企業は需要が高いパ
ワーショベルに集中的に投資を行い市場拡大していっ
た。市場拡大に伴い地理的拡大をするための競争戦略
を推進していった。さらに地理的拡大がアフターサポ
ートなどのサービスにつながり、ライフサイクルマネ
ジメントのための垂直統合が行われた。その結果、技
術の拡大により物流など他分野にも効果が広がった。 
これら３つの事業拡大の方向において市場の変化を読
み解きながら、それに合わせた戦略や組織を実現させ続
けて事業拡大をおこなうことができれば、成長に結びつ
くことが出来るといえる。 
4．経営戦略から見る企業の成長要因 
4.1分析対象企業の選定理由 
 「コマツ」、「日立建機」という特徴ある２社を分析対
象とする。両社ともに総合建設機械メーカーであり、国
内上位２社でコマツは世界２位、日立建機は世界３位圏
とグローバルに展開をしている。また、コマツは「垂直
統合型」の経営を行っているのに対し、日立建機は、コ
アとなるエンジンで他社の物を使うなど「水平分業型」
に近い形の経営を行っている。このような違った考え方
を持ちながらお互いに経営を行っていることからこの２
社を分析対象として選定した。 
4.2コマツの経営戦略 
近年のコマツの経営戦略で特徴的なものとして、中国
への進出とダントツ商品、積極的な ICTへの投資、みど
りの会がある。 
ICT への投資は、全てのシステムに投資したのではな
く、代替品の効かない事業のコアとなる部分に投資をし
ている。その代表例となるのが、コムトラックスなど他
社に先駆け開発したシステムである。コムトラックスと
は、GPSなどの通信を用いて機械の稼働状況を管理する
システムである。このシステムは、もともと盗難対策を
するためのシステムであった。現在では、コムトラック
スを標準装備にし、全ての車両に搭載している。コムト
ラックスでは、単純な車の稼働状況だけでなく、燃料の
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残量やエンジン水量、消耗品の交換時期情報などを送信
し、ユーザーの勤怠管理やメーカーと代理店のニーズの
把握や修理、整備、生産管理、新製品開発などに、現地
の情報をデータという形で「見える化」することにより
使用される。 
図１にコムトラックスがバリューチェーンに与える影
響を表した図を示す。 
図１ コムトラックスが与える影響 
図１のようにコムトラックスは、マーケティング・販売
した後、無料で搭載することにより、顧客とコマツの間
でwin-winの関係を作ることに成功している。コムトラ
ックスにより集めた情報から、部品交換の提案を顧客に
行う。顧客は、建設機械が壊れる前に整備を受け、建設
機械の停止時間を少なくすることで稼働時間を延ばすこ
とができる。結果的に顧客は、サービスに支払った額以
上の生産ができるようになり、利益を上げることができ
る。さらに、コマツは中古売却価格も他の企業の建設機
械よりも高いので、高価格で売却することが出来る。こ
のことから、長期的に見ると顧客にとってライフサイク
ルコストを安くすることが可能となる。また、コマツも
部品交換のサービスで純正部品を販売することに成功し
利益を上げることができる。さらに、調達活動や人的資
源管理など「マーケティングとサービス」や「サービス」
以外のバリューチェーンに関わる部門やサプライヤーな
どにも収集した情報を提供し相互利用して共有すること
で、バリューチェーンを底上げし強化することができる。
それ以上に、win-win の関係となることで顧客との信頼
関係を構築し強くすることができるので、長期的な顧客
にすることやこれから先の販売に繋げることができてい
るといえる。 
4.3日立建機の経営戦略 
日立建機の現在の経営戦略策定の軸となっているのが
「ソフト」、「ハード」、「地域」という 3 つのテーマであ
る。 
 ハードの側面では、分業と研究開発が特徴としてある。
例えばエンジンはコマツなどとは違い自社で開発は行っ
ていない。日立建機は、自社でエンジンなどの研究開発
を行わず、競争力の要の一つであるエンジンも他社に委
託し、建設機械の機能や性能に研究開発を集中させるこ
とで他社との差別を図っている。また、日立製作所グル
ープの協力会社も建設機械の開発において重要な役割を
担っている。これまで、建設機械はディーゼルエンジン
などを組み合わせた単純な構造の機械であったが、電動
化や情報化などが進んだことにより、日立製作所グルー
プがこれまで培ってきた技術が応用できるようになった。
それゆえ、日立建機にとって日立製作所との技術のコラ
ボレーションが今後のハードやソフトの開発において意
味合いが大きくなってきている。 
また、日立建機もコマツなどと同様の車輛管理システ
ムのサービスを行っている。このシステムも、日立グル
ープと協力したものの一つである。基本的な顧客向けの
機能はコマツなどが行っている衛生サービスと同様のこ
とを行っている。また、日立建機はクラウドを用いた
CRM を建設機械周辺の事業に携わる企業にも広げよう
としている。従来、CRMによる顧客情報と商談情報の共
有は販売代理店と 1対 1であった。しかし、周辺事業の
企業にも関係を広げることにより、案件情報から販売先
の情報を得ることができる。このことにより、他社に先
駆けた顧客の開拓を目指している。日立建機はこれらの
サービスをもとにして顧客にソリューションを提供して
いる。また、この機能により信頼性を支えている点も他
社と同様である。日立建機は、これらの機能によるソリ
ューションを通して、ライフサイクルコストの削減を行
うことで、自社の建設機械を販売しようとしている。 
5.国内大手 2社の比較 
国内の 2社を比較した表を表 1に示す。 
 
 
 
 
主活動 購買物流
製造オペ
レーション
出荷物流
マーケティングと
販売
サービス
バリューチェーンの主活動の強化
コムトラックスを無償で提供
情報収集
提案
部品の供給稼働時間の向上
＝
信頼関係の構築
次の活
動の強
化
調達活動
技術開発
人的資源管理
全般管理（インフラストラクチャ）
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表 1コマツと日立建機の比較 
 
コマツと日立建機の大きな違いは、垂直統合的な企業
と水平分業の企業なのかという点である。コマツはディ
ーゼルエンジンなど建設機械にとって競争力をつけるコ
アコンポーネントを自社で開発から生産まで行っている
のに対し、日立建機は単純な部品のみならずエンジンな
どの競争力を左右するコアコンポーネントを含めて開発
や生産を社外に頼り建設機械そのものの開発や生産を中
心に行っている。 
コマツは建設機械全体を垂直統合しているが付加価値
になるシステム面は他社に任せている。それに対し、日
立建機は競争力にかかわるエンジンなどを他社に委託し
ているが、システムなどは日立グループの関連会社が作
っている。このことから、自社の経営資源に合わせた垂
直統合を行うことで利益の最大化を図っていることがわ
かる。 
さらに、衛星通信のシステムを比較するとコマツのコ
ムトラックスは、衛星通信のシステムとしては日立建機
よりも後に開発されたシステムである。しかし、普及は
コムトラックスのほうが早かった。これは、コマツがい
ち早く防犯のためのシステムがそれ以外の用途に使える
ということに気づき、建設機械に無償で搭載し顧客に情
報を提供していくことを決めたことであるからといえる。 
5.考察と結論 
  これらの建設機械工業界の成長の根本には、コア事
業への投資や経営の柔軟性、ステークホルダーとのネッ
トワークの強化、顧客との信頼関係や満足度を高めるた
めのサービスの強化があったと言える。川下統合による
サービスの強化により、地理的拡大をしながらも顧客と
の信頼関係を強固に結ぶことで顧客の課題を解決し利益
を生むだけではなく、そこから派生した技術やネットワ
ークにより他の部門の発展につなげることができる。そ
れゆえ、このことが重要になるといえる。 また、企業
の経営にとってニーズと自社が持っている技術のすり合
わせも成長するための経営には必要である。事業拡大の
ための製品市場の拡大を行うには、市場では何が求めら
れているのかというニーズを分析するだけではなく、そ
のニーズを自分たちの持っている技術で満たせるかとい
う問題が出てくる。それゆえ、企業の成功に影響し、今
後の成長に必要であるといえる。 
 それに加え、製造業の場合現場の数値化も必要な要素
の一つである。今後持続的成長をするために、GPSやネ
ットワーク技術を利用するなどして、実際に製品が動い
ている現場ではどのようなことが起きているのかを数値
化し共有をすることが重要であるといえる。 
7.今後の課題 
 今後の研究の課題としては、「あえて海外に進出せずに
地域に根ざして活動している企業の場合」、「キャタピラ
ーなど考え方や文化が全く異なるなどの先進国以外の
国々の企業にもあてはまるのか」、「多数のベンチャー企
業が争っている新興市場の場合」がある。 
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